職場環境の改善に関する項目
府立学校における休養室の設置について、府教育庁としては、その状況を把握するともに、未設置の学校に対して、男女別休養室の設置について働きかけているところ。
　今後とも、各学校の休養室の設置状況を把握し、その設置について働きかけたいと考えている。

被服の貸与に関する項目
非常勤職員への被服の貸与については、本府財政状況が極めて厳しい現状から、お応えすることは困難です。

病気休暇制度に関する項目
病気休暇の承認手続きについては、断続的に病気休暇を取得する職員に対する適切な健康管理と服務規律の確保の観点から、平成２５年度から承認手続きの見直しを行ったところ。
　大阪府条例第４１号[職員の分限に関する手続及び効果に関する条例]に、「職員を休職する場合は、医師二人を指定してあらかじめ診断を行わせなければならない」とある。
　教委職人第2972号（平成２４年２月１日）により病気休職者の休職・復職事務の取扱いについて(通知)により従前の「国公立病院の医師を含めた２名の医師の診断書」を「国公立の病院、国立大学法人の附属病院、独立行政法人国立病院機構及び地方独立行政法人公立病院機構の設置する病院、独立行政法人労働者福祉健康機構の設置する病院、公務員共済組合の設置する病院、医療法第３１条に規定された公的医療機関、大学その他の医療従事者の要請に関する機関（以下「指定病院」という。）の医師を含めた２名の診断書」に変更している。

給与制度に関する項目
事務職員の昇任制度については、毎年度、主査級昇任考査を実施しているところ。
　技能労務職員については、技能労務業務を総括し、リーダーとして中心的な役割を担う職として主査を設置した。
　今後とも効率的・効果的な業務執行と技能労務職員の業務遂行能力や意欲・士気の高揚を図っていきたい。
　主査等への任用の実施については、任用という観点から公平・平等に行っているところ。
　給与水準については、府民の理解と支持を得るとともに、頑張った職員が報われ、やる気を出すことができるものとなるよう、平成２３年度から給与制度改革を実施したところ。

妊娠中の職務軽減制度に関する項目
妊娠中の体育実技担当教員の実技時間の軽減措置については、妊娠中の母性保護を目的として、女性の教員等の体育実技や児童生徒の介助業務等の職務軽減を図るため、原則１５時間、個別の事情に応じて最大１８時間の非常勤講師等を措置する制度。
　支援学校においては、教諭、養護教諭等は、直接、児童・生徒の介助を行うことなどから、軽減制度の対象となっているが、そのような業務に直接従事しない、栄養教諭や給食調理員、事務職員は、本制度の対象外となっている。

育児と仕事の両立が図れる勤務環境などの整備に関する項目
教職員の人事異動については、教職員としての経験を豊かにし、その力量を高めるため、「大阪府公立学校教職員人事基本方針」並びに「府立学校教員人事取扱要領」及び「府立学校教職員人事取扱要領」に基づき、計画的に行っている。
　人事異動を進めるにあたっては、各学校における専門性等を踏まえ、各学校の円滑な運営体制を確保するという観点から、人事に関する調書、ヒアリング等を通じ、本人の通勤事情等、個々の事情についてもできる限り把握したうえで、校長の具申をもとに適切に行っていきたいと考えている。

介護休暇・病気休暇制度と職員の業務負担軽減に関する項目
[bookmark: _GoBack]年度途中の異動や病気等による欠員に対する代替措置は、業務に支障が出ないよう、また、各学校の状況等を聞きながら適切に対応していく。
